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労組周辺動向 No. 174 

Labour Update 

2023 - 09 - 15 

1. 法・政策 

 

(1) 雇用保険見直し開始 学び直し支援拡充、育休給付金引き上げ議論 

 

厚生労働省は9月7日に労働政策審議会の部会を開き、雇用保険制度の見直しに向けた議論を始め

た。リスキリング（学び直し）のための教育訓練給付の拡充や育児休業給付金の実質10割への引き

上げ、週20時間未満の短時間労働者への適用拡大などが主な論点だ。施策の拡充に伴う料率の引き

上げも議論する。年末までに詳細を詰め、来年の通常国会に雇用保険法改正案を提出したい考え。 

 

「雇用保険制度研究会 中間整理」 2023年9月7日 厚生労働省・第182回労働政策審議会職業

安定分科会雇用保険部会 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001143635.pdf 

 

(2) 建設現場の待遇改善へ賃金に目安 下回る契約は行政指導：国交省 

 

大工や左官など建設現場で働く人たちの待遇改善につなげようと、国土交通省は賃金の目安を新た

に設ける。 

工事の契約の際、目安を大きく下回る賃金を設定した場合には、業者に対して行政指導も行う方

針。 

 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001143635.pdf
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これは建設工事で下請けに入ろうとする業者が他社との受注競争の中で賃金を削ることを避けよう

と、国土交通省が設けた有識者らによる会議でとりまとめられた。 

 

それによると大工や左官といった建設現場で働く人たちについて、新たに国が賃金の目安を設け公

表するとしている。 

 

その上で、工事の契約を結ぶ際、発注者や受注者が目安を大きく下回る賃金を設定した場合には、

行政指導を行う方針である。 

 

下請け業者が十分な賃金を見込んでも公平に受注できる環境を整えることで、待遇改善を図り、建

設業界で懸念されている、時間外労働の規制強化に伴う人手不足、いわゆる「2024年問題」の解

消にもつなげたいねらいがある。 

 

国土交通省は今後、賃金の目安の算定方法や行政指導の条件などを検討し、来年の通常国会で関連

する法律の改正を目指すことにしている。 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) 市立病院勤務の研修医自殺「原因は長時間労働」 両親が1.3億円の損害賠償求め、伊丹市を提

訴 労基署が労災認定 兵庫 

 

伊丹市立伊丹病院で勤務していた男性研修医＝当時（２５）＝が２０１８年に自殺したのは長時間

労働などが原因だったとして、男性の両親が病院を運営する同市に約１億３千万円の損害賠償を求

め、神戸地裁に提訴していたことが分かった。伊丹労働基準監督署が労災認定したといい、両親側

は訴状で「事実関係の調査を行い、研修体制の検証も含めた再発防止策を検討すべき事案だ」と訴

えている。 

 

提訴は７月３日付。訴状によると、男性は大阪大を卒業後、２０１８年４月から同病院で勤務。オ

リエンテーションを受けた後、同年５月は外科、６月以降は呼吸器内科に配属された。 

 

同年７月１１日に男性が無断欠勤し、翌１２日に同僚が病院近くにある寮を訪ねたところ、自室で

男性が亡くなっているのを見つけた。伊丹労基署は今年３月１日付で労災認定し、亡くなるまでに

うつ病のような症状が出ていたと考えられる、とした。 

 

両親側によると、同労基署の認定では、死亡前の１カ月間（１８年６月１３日～７月１２日）の法

定時間外労働は約８０時間、その前の１カ月間（同年５月１３日～６月１２日）は約７０時間とさ

れた。両親側は病院施設の出入り記録から、１８年５月の法定時間外労働は約１００時間、同年６

月は約９７時間に達したと計算し、当直では実質３０時間以上の連続勤務もあった、としている。 

 

(2) ラーメンもっこす社員「労働改善求めても変わらず」主張、会社を提訴 

 

多い月で175時間を超える時間外労働が原因で、適応障害を発症したとして、兵庫県内でラーメン

専門店を運営する「もっこすフーズ」（本部・神戸市灘区）の男性社員（29）が、同社に損害賠償

と未払い賃金の支払い計約1735万円を求める訴訟を神戸地裁に起こした。 
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4日に記者会見した男性は「何も問題解決せず、こういう状態になるまで働かせる会社は殺人未遂

に等しい行為だと思う」と訴えた。提訴は7月20日付。 

 

訴状によると、男性は2011年ごろにアルバイトとして雇用され「もっこす石屋川店」（神戸市灘

区）で働き始め、2019年9月に正社員に。店長に昇格後の昨年1月に適応障害と診断された。翌2月

から休職が続き、神戸東労働基準監督署から同年11月に適応障害として労災認定を受けた。 

 

訴えの中で男性は、同店の社員やアルバイトが相次いで辞めて人手不足に陥り、社長からは人件費

を抑えるよう指示されたことなどから時間外労働時間が増えたと主張。会長や社長に長時間労働の

改善を申し出たが改善されず、心身の健康を損なったとしている。 

 

(3) 九州保健福祉大の雇い止め訴訟 大学側敗訴 2千万円の支払い命じる 

 

九州保健福祉大学（宮崎県延岡市）薬学部に助教として勤務していた40代女性が2018年に雇い止

めに遭い、大学側に地位保全と賃金支払いなどを求めた訴訟の判決が9月6日、宮崎地裁延岡支部で

あった。和田将紀裁判長は助教としての地位を認め、雇い止め後の賃金計2066万円の支払いを命

じた。 

 

判決によると、女性は、同僚から男性教授によるセクハラ行為の相談を受け、大学にセクハラ被害

を投書で訴えた後に雇い止めにあった。大学側からは「経営難による人員整理」などと通告され、

18年4月以降の契約は更新されなかった。裁判では地位確認と賃金の支払いなどを求めてきた。 

 

和田裁判長は2年の期限付き雇用の助教について、薬学部では10年をめどに契約が更新されること

が想定されていたと認定。「原告が雇用契約の更新を期待する合理的な理由があった」などと判

断。24年3月までの雇用の継続を認めて賃金の支払いを命じた。 

 

(4) サカイの出来高払い賃金認めず 「自助努力反映されていない」 地裁支部判決、運輸業界に

波紋 

 

宅配大手のヤマト運輸が企業などのカタログやチラシを配るメール便「クロネコDM便」を請け負

う個人事業主が労働組合を結成し、11日、東京都立川市で記者会見を開いた。クロネコDM便の配

達業務が年明けに日本郵便へ全面移管されるのに伴い、業務委託契約の終了を通告されたが、事業

主は労働実態上の労働者にあたるとして、ヤマト運輸に団体交渉を申し入れている。 

 

7月下旬に組合を結成したのは、同社の国立営業所で業務を請け負う高本博純さん（74）。会見で

「契約打ち切りの説明が何もなかった。今まで通り収入を得て生活したいので、打ち切りを撤回し

てほしい」と訴えた。都労働委員会へ救済の申し立てを検討しているという。 

 

(5) クロネコDM便、個人事業主が労組結成 郵政への移管で契約終了通告 

 

宅配大手のヤマト運輸が企業などのカタログやチラシを配るメール便「クロネコDM便」を請け負

う個人事業主が労働組合を結成し、11日、東京都立川市で記者会見を開いた。クロネコDM便の配

達業務が年明けに日本郵便へ全面移管されるのに伴い、業務委託契約の終了を通告されたが、事業

主は労働実態上の労働者にあたるとして、ヤマト運輸に団体交渉を申し入れている。 

 

7月下旬に組合を結成したのは、同社の国立営業所で業務を請け負う高本博純さん（74）。会見で
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「契約打ち切りの説明が何もなかった。今まで通り収入を得て生活したいので、打ち切りを撤回し

てほしい」と訴えた。都労働委員会へ救済の申し立てを検討しているという。 

 

(6) 函館バスの労組、会社を刑事告発へ 「協定なく時間外や休日労働」 

 

北海道南部の函館市など2市15町で路線バスを一手に運行する「函館バス」が、労使協定を結ばず

に時間外や休日に労働させたのは違法だとして、労働組合・私鉄総連函館バス支部は9月13日、労

働基準法違反の疑いで、森健二社長と常務、法人としての同社を函館労働基準監督署に刑事告発す

る。 

 

同支部は同社が不当に組合員を懲戒解雇しているなどとして、訴訟や労働委員会への不当労働行為

救済申し立てを相次いで起こしており、労使紛争が激化している。 

 

 

3. 情勢・統計 

 

(1) 上場企業の正社員賃金、女性は男性の7割どまり…格差の原因は？ 

 

上場企業で働く女性正社員の賃金は男性正社員の71・7％にとどまることが、東京商工リサーチの

調査で判明した。いずれの企業も入社年次や職務・業務が同じなら男女間の賃金格差はないとして

いることから、同社は女性管理職が少ないことが賃金格差につながっているとみている。 

 

女性管理職比率は平均9・4％だった。政府目標の30％にはほど遠く、女性管理職がいない会社も

76社あり、製造業が大半を占めた。業種別で最も比率が低いのは、建設業の3・2％だった。一

方、比率が高かったのはサービス業の19・8％だった。 

 

(2) 生活保護申請３・８％増 ６月、厚労省 

 

厚生労働省は9月６日、６月の生活保護申請は２万１６８１件で、前年同月と比べ３・８％増えた

と発表した。６カ月連続で増加した。増加率は、５月まで４カ月連続して１０％以上で推移してお

り、鈍化した。 

 

６月から生活保護を受け始めたのは１万８３９８世帯で、前年同月比２・６％増加した。それ以前

から受けている人を含む受給世帯数は１６４万９３００世帯となり、０・５％増だった。 

 

「生活保護の被保護者調査（令和５年６月分概数）の結果を公表します」 2023年9月6日 厚生

労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2023/dl/06-01.pdf 

 

(3) 7月実質賃金2.5%減 16カ月連続マイナス、下落率拡大 

 

厚生労働省が9月8日発表した7月の毎月勤労統計調査（速報、従業員5人以上の事業所）による

と、1人当たりの賃金は物価を考慮した実質で前年同月比2.5%減った。マイナスは16カ月連続。

物価高の勢いに賃金の伸びが追いつかず、減少幅は6月の1.6%から拡大した。 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2023/dl/06-01.pdf
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名目賃金に相当する1人当たりの現金給与総額は、前年同月比1.3%増の38万656円だった。このう

ちボーナスなど特別に支払われた給与は10万8536円で0.6%増えた。 

 

ここ数カ月はボーナスが伸び、特別給与の増加率は5月が35.9%、6月は3.5%だった。増加傾向が

弱まったことが7月の実質賃金を押し下げた。 

 

「毎月勤労統計調査 令和５年７月分結果速報」 2023年9月8日 厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r05/2307p/dl/pdf2307p.pdf 

 

 

(4) 任期付き研究員らの８割が雇用継続 文科省調査 

 

文部科学省は９月１２日、大学と研究機関の研究者や教員らの４月１日時点の雇用状況について調

査結果を発表した。年度替わりにかけて有期契約が通算１０年を迎えた任期付き職員のうち、約８

割はその後も雇用が維持されたことが判明。 

 

平成２５年４月に施行された改正労働契約法により、任期付き研究者らは有期契約の期間が通算で

１０年を超えると、期限のない無期契約に転換できるルールが設けられた。最初の適用対象者が出

始める令和５年４月を前に無期転換を阻む「雇い止め」が問題化していた。 

 

調査は、国公私立大学や研究開発法人など８４７機関を対象に実施され、８０１機関が回答した。

今年４月に契約期間が通算１０年を超えた無期転換ルールの適用対象者は１万２３９７人。このう

ち５１１人（４・１％）が無期契約を締結。９４６６人（７６・４％）も、本人が希望すれば、次

回の契約更新から無期契約に転換できる権利を得た。 

 

一方、１０１人（０・８％）は次の雇用先が未定で求職中。就職・求職状況が把握されていない

ケースも１３９８人（１１・３％）いた。契約終了の理由としては、社会ニーズを踏まえた人材配

置などの見直し（２７・４％）、従事するプロジェクトや講座の終了（２３・８％）が多かった。 

 

「『研究者・教員等の雇用状況に関する調査』（令和５年度）の調査結果を公表します」 2023

年9月12日 文部科学省 

 

https://www.mext.go.jp/content/20230911-mxt_kiban03-000031781.pdf 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r05/2307p/dl/pdf2307p.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20230911-mxt_kiban03-000031781.pdf

